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表紙

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第19条の規定に基づき、書面交付請求をいただ
いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供
措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

2026年２月27日
株主各位

第41期定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

証券コード：6171
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連結株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,205,876 1,155,876 2,422,635 △0 4,784,389

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △170,645 △170,645
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 482,989 482,989

自 己 株 式 の 取 得 △11 △11

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 312,343 △11 312,331

当 期 末 残 高 1,205,876 1,155,876 2,734,979 △11 5,096,721

連結株主資本等変動計算書
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

（単位：千円）

－ 1 －
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連結株主資本等変動計算書

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 85,277 3,265 88,542 4,872,931

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △170,645

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 482,989

自 己 株 式 の 取 得 △11

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △9,600 △915 △10,516 △10,516

当 期 変 動 額 合 計 △9,600 △915 △10,516 301,815

当 期 末 残 高 75,676 2,349 78,026 5,174,747

－ 2 －
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連結注記表

連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数

５社
連結子会社の名称

株式会社アイ・エス・ピー
株式会社沖縄設計センター
C.E.LAB INTERNATIONAL CO., LTD
株式会社アドバンスドナレッジ研究所
株式会社環境と開発

株式会社アースプランについては、2025年10月１日付で株式会社沖縄設計センターと合併したため、連
結の範囲から除いております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
ａ　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
ｂ　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

－ 3 －
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連結注記表

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
ａ　仕掛品

個別法による原価法
ｂ　商品・貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

③　リース資産
ａ　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
ｂ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
一部の連結子会社については、従業員の賞与の支払いに充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。

③　工事損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において進行中の業務のうち、損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについて、損失見込額を計上しておりま
す。

－ 4 －
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連結注記表

⑷　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、発生年度に全額を費用処理しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

ａ　試験総合サービス事業
土質・地質調査試験、非破壊調査試験、環境調査試験等を行っており、役務の提供又は調査・試験結

果等の成果品を引渡す履行義務を負っております。
当該契約について、一定の期間にわたり履行義務が充足される場合は、履行義務の充足に係る進捗度

を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しており、進捗度の見積りの方法は、見
積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）によっております。

ただし、少額もしくはごく短期の調査等については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履
行義務を充足した時点で収益を認識しております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生した費用を回収する
ことが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

－ 5 －



2026/02/18 13:24:58 / 25282668_株式会社土木管理総合試験所_招集通知

連結注記表

ｂ　工事総合サービス事業
顧客との工事請負契約等に基づく地盤改良等の工事を施工する履行義務を負っております。
当該契約について、一定の期間にわたり履行義務が充足される場合は、履行義務の充足に係る進捗度

を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しており、進捗度の見積りの方法は、見
積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）によっております。

ただし、少額もしくはごく短期の工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行
義務を充足した時点で収益を認識しております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生した費用を回収する
ことが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

ｃ　ソフトウェア開発販売事業
土木測量設計ソフトウェア及び熱流体解析ソフトウェアの販売を行っており、顧客との契約に基づ

き、製品を引渡す履行義務を負っております。
ソフトウェアの販売については、製品を引渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得

し充足されると判断し、収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下

「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準

第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はあ

りません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算

書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は遡及適用されております。なお、当該会計方針の変更による連

結計算書類への影響はありません。

－ 6 －
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連結注記表

（会計上の見積りに関する注記）
一定の期間にわたり充足される履行義務による収益

⑴　連結計算書類に計上した金額
一定の期間にわたり充足される履行義務による売上高　　　　　　　　　　　　1,321,679千円
うち、完成済みの調査等及び原価回収基準により認識した売上高を除いた売上高　403,415千円

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗

度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しており、進捗度の見積りは、見積総原価に対する実際原価の
割合（インプット法）に基づいて算定しております。

見積総原価については、主に労務費及び経費が含まれ、受注段階において実行予算を編成し、着手後の
各月において調査・試験・工事等の現況を踏まえて見直しを実施しており、当該時点で入手可能な情報に
基づき見積りを行っております。

当該見積りは、案件開始当初には予測しえなかった業務期間中に発生した事象及び状況の変化といった
不確実要因により主に労務工数等に影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の連結計算書類において
認識する収益に重要な影響を及ぼす可能性があります。

－ 7 －
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連結注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,204,571千円

普通株式 14,237,995株

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 ３ 月 2 1 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 85,322 6.00 2024年12月31日 2025年３月24日

2 0 2 5 年 7 月 1 5 日
取 締 役 会 普通株式 85,322 6.00 2025年６月30日 2025年９月２日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年３月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 85,322 6.00 2025年12月31日 2026年３月24日

（連結貸借対照表に関する注記）

２．偶発債務
当社が実施した工事に関連して、2012年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であ

ります。
また、連結子会社である株式会社環境と開発が実施したコンサルティング業務に関連して、2024年８月に

100,000千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2026年３月23日開催の第41期定時株主総会において付議いたします。

－ 8 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

⑴ 投資有価証券（※２） 345,615 342,409 △3,206

資 産 計 345,615 342,409 △3,206

⑴ 長期借入金（※３） 405,441 399,655 △5,785

⑵ リース債務（※４） 206,753 198,061 △8,691

負 債 計 612,194 597,716 △14,477

当連結会計年度
（2025年12月31日）

非上場株式 0

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金の一部を借入金及びリース債務により調達しており
ます。資金運用については安全性の高い預金等を中心とし、一部を株式及び債券に投資しております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、販売管理規程等に従い債権管理を行っており、必要に応じて信用調
査を行う等、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、投資有価証券は
株式及び債券であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関
係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

（※１）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「契約資産」、「買掛金」、「未払金」については、
現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を
省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は「投資有価証券」に含めておりません。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

－ 9 －
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連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 285,615 － － 285,615

資 産 計 285,615 － － 285,615

（※３）１年以内に返済予定の長期借入金が含まれております。
（※４）１年以内に返済予定のリース債務が含まれております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2025年12月31日）

－ 10 －
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連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

満期保有目的の債券
地方債 － 56,793 － 56,793

資 産 計 － 56,793 － 56,793
長期借入金 － 399,655 － 399,655
リース債務 － 198,061 － 198,061

負 債 計 － 597,716 － 597,716

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2025年12月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、レベ
ル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している地方債は市場での取引頻度が低く、活発
な市場における相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
その他
（注） 合計試験総合

サービス
事業

工事総合
サービス

事業

ソフトウェ
ア開発販売

事業
計

売上高
一時点で移転される財 5,024,162 592,203 674,579 6,290,945 30,057 6,321,002
一定の期間にわたり
移転される財 1,052,016 269,662 － 1,321,679 － 1,321,679

顧客との契約から
生じる収益 6,076,179 861,865 674,579 7,612,624 30,057 7,642,681

その他の収益 52,979 － － 52,979 － 52,979
外部顧客への売上高 6,129,159 861,865 674,579 7,665,604 30,057 7,695,661

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおり
ます。
また、当連結会計年度より、工事部門の管理方法を最適化することを目的として、従来「地盤補強サービ
ス事業」としていた報告セグメントの名称を「工事総合サービス事業」へ変更いたしました。
併せて、従来「試験総合サービス事業」に含めていた業務の一部を「工事総合サービス事業」へ移管して
おります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等）３．会計方針に関する事項　⑸　その他連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項　②　重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

なお、取引の対価は、履行義務の充足後概ね２ヶ月以内に受領しており、金額に重要な金融要素は含まれ
ておりません。
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（単位：千円）
当連結会計年度

（2025年12月31日）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,089,857
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,179,391
契約資産（期首残高） 305,664
契約資産（期末残高） 526,057
契約負債（期首残高） 67,410
契約負債（期末残高） 92,415

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

⑴　契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、主に一定の期間にわたり充足される履行義務について、履行義務の充足に係る進捗度を見積
り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識することにより計上した対価に対する権利に関する
ものであり、当該権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は、支払条件に基づき顧客から受け取った対価に関するものであり、連結貸借対照表上流動負債
のその他に含まれており、収益の認識に従い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、44,487千円
であります。

なお、過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額は
53,108千円であります。
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（単位：千円）
当連結会計年度

（2025年12月31日）
１年以内 2,125,398
１年超２年以内 69,423
２年超３年以内 20,253
合計 2,215,075

１株当たり純資産額 363.89円
１株当たり当期純利益 33.96円

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、

以下のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
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（企業結合等に関する注記）
（共通支配下の取引等）

連結子会社間の吸収合併
当社の連結子会社である株式会社沖縄設計センターは、当社の連結子会社である株式会社アースプランを

2025年10月１日付で吸収合併いたしました。

１．取引の概要
（１）結合当事企業及びその事業の内容

①　結合企業の名称　株式会社沖縄設計センター
事業の内容　設計、土質調査、測量

②　被結合企業の名称　株式会社アースプラン
事業の内容　磁気探査、地質調査、測量

（２）企業結合日
2025年10月１日

（３）企業結合の法的形式
株式会社沖縄設計センターを吸収合併存続会社とし、株式会社アースプランを吸収合併消滅会社と

する吸収合併

（４）結合後企業の名称
株式会社沖縄設計センター

（５）その他取引の概要に関する事項
当該取引は、完全子会社間の合併であるため、当合併に係る新株式の交付及び金銭その他の財産の

交付はありません。
本合併は、重複業務の削減による経営効率向上と収益改善を目的とするものであります。

２．会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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（重要な後発事象に関する注記）
（共通支配下の取引等）

連結子会社の吸収合併
当社は、当社の連結子会社である株式会社アイ・エス・ピーを2026年１月１日付で吸収合併いたしまし

た。

１．取引の概要
（１）結合当事企業及びその事業の内容

①　結合企業の名称　株式会社土木管理総合試験所
事業の内容　土質・地質調査試験、非破壊調査試験、環境調査試験

②　被結合企業の名称　株式会社アイ・エス・ピー
事業の内容　土木測量設計プログラムパッケージの開発および販売

（２）企業結合日
2026年１月１日

（３）企業結合の法的形式
株式会社土木管理総合試験所を吸収合併存続会社とし、株式会社アイ・エス・ピーを吸収合併消滅

会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称
株式会社土木管理総合試験所

（５）その他取引の概要に関する事項
当該取引は、当社の完全子会社との合併であるため、当合併に係る新株式の交付及び金銭その他の

財産の交付はありません。
本合併は、グループ内のソフトウェア開発・販売事業における経営資源と管理体制の効率化を目的

とするものであります。

２．会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金
合 計 利 益 準 備 金

その他利益剰余金
固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金

当 期 首 残 高 1,205,876 1,155,876 1,155,876 12,500 23,818 165,000
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
固定資産圧縮積立金
の取崩 △308

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △308 －
当 期 末 残 高 1,205,876 1,155,876 1,155,876 12,500 23,510 165,000

株主資本等変動計算書
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

（単位：千円）
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株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,589,829 2,791,148 △0 5,152,901 84,353 84,353 5,237,255
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △170,645 △170,645 △170,645 △170,645
当 期 純 利 益 501,849 501,849 501,849 501,849
固定資産圧縮積立金
の取崩 308 － － －

自 己 株 式 の 取 得 △11 △11 △11

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △9,133 △9,133 △9,133

当 期 変 動 額 合 計 331,511 331,203 △11 331,191 △9,133 △9,133 322,058
当 期 末 残 高 2,921,340 3,122,351 △11 5,484,093 75,220 75,220 5,559,313
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個別注記表

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
②　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
③　その他有価証券

ａ　市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

ｂ　市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　仕掛品

個別法による原価法
②　商品・貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
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⑶　リース資産
①　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　工事損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において進行中の業務のうち、損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについて、損失見込額を計上しております。

⑶　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、発生年度に全額を費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

⑴　試験総合サービス事業
土質・地質調査試験、非破壊調査試験、環境調査試験等を行っており、役務の提供又は調査・試験結果等

の成果品を引渡す履行義務を負っております。
当該契約について、一定の期間にわたり履行義務が充足される場合は、履行義務の充足に係る進捗度を見

積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しており、進捗度の見積りの方法は、見積総原価
に対する実際原価の割合（インプット法）によっております。

ただし、少額もしくはごく短期の調査等については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義
務を充足した時点で収益を認識しております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生した費用を回収すること
が見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

⑵　工事総合サービス事業
顧客との工事請負契約等に基づく地盤改良等の工事を施工する履行義務を負っております。
当該契約について、一定の期間にわたり履行義務が充足される場合は、履行義務の充足に係る進捗度を見

積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しており、進捗度の見積りの方法は、見積総原価
に対する実際原価の割合（インプット法）によっております。

ただし、少額もしくはごく短期の工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務
を充足した時点で収益を認識しております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生した費用を回収すること
が見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）
一定の期間にわたり充足される履行義務による収益
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額

一定の期間にわたり充足される履行義務による売上高　　　　　　　　　　　　1,131,562千円
うち、完成済みの調査等及び原価回収基準により認識した売上高を除いた売上高　403,415千円

(2)　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度

に基づき一定の期間にわたり収益を認識しており、進捗度の見積りは、見積総原価に対する実際原価の割合
（インプット法）に基づいて算定しております。

見積総原価については、主に労務費及び経費が含まれ、受注段階において実行予算を編成し、着手後の各
月において調査・試験・工事等の現況を踏まえて見直しを実施しており、当該時点で入手可能な情報に基づ
き見積りを行っております。

当該見積りは、案件開始当初には予測しえなかった業務期間中に発生した事象及び状況の変化といった不
確実要因により主に労務工数等に影響を受ける可能性があり、翌事業年度の計算書類において認識する収益
に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 2,036,546千円

短期金銭債権 2,166千円
短期金銭債務 5,103千円
長期金銭債務 1,500千円

完成業務収入 17,707千円
完成業務原価 42,269千円
商品売上原価 892千円
地代家賃 120千円

営業取引以外の取引による取引高 166,400千円

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

３．偶発債務
当社が実施した工事に関連して、2012年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であ

ります。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
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普通株式 17,521株

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権の所有
（非所有）の
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引

金額 科目 期末
残高

子会社 ㈱アドバンスド
ナレッジ研究所

（所有）
直接100 役員の兼任 剰余金の配当

（注） 110,000 － －

１株当たり純資産額 390.94円
１株当たり当期純利益 35.29円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、以下によるものであります。

単元未満株式の買取りによる増加                                              20株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、子会社投資簿価修正、減価償却超過額、投資有価証券評

価損等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は固定資産圧縮積立金、その他有価証券評価差額金であります。
「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13 号）が2025年３月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年４月１日以降開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われるようになりました。
これに伴い、2027年1月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰
延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しております。この変更により、当
事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は2,385千円増加し、法人税等調整額
（借方）が3,371千円、その他有価証券評価差額金が986千円、それぞれ減少しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）子会社の財政状態等を勘案し、株主総会において決定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（収益認識に関

する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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（重要な後発事象に関する注記）
連結計算書類「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

－ 25 －
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